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ヒヤリングの結果（太陽光発電）

① ヒヤリング数
8社20設備、67.17ＭＷ、設備投資額201.51億円

② 建設コスト
１ＭＷ平均約3億円

③ 利回り等
買い取り価格が40円の場合は、初期投資は7年で償却、ＩＲＲ10％程度

④ 島内事業者の開発
島内事業者の設置割合（4社/8社、規模比率24％）

⑤ 経営主体
ⅰデベロッパー
ⅱゼネコン
ⅲエネルギー事業者
ⅳ太陽光発電施工業者
ⅴ旅館業
ⅵ運輸業

⑥ 経営スタイル
ⅰ 計画、建設から運営まで全て直営（リスクはあるが、ハイリターン）
ⅱ デベロッパーが開発し、ユーザがおれば売却（税金対策等）
ⅲ 設備はリース会社の所有で、リースを受けて経営（40円の購入価格で７％の利回り、ローリスク
で確実に一定の利益が確保できる）

⑦ 今後の開発予定
買取価格が27円以下であれば、新たな計画はしないところが大半（8社中5社）。
デベロッパーによると、淡路島内では、立地の良いところは立地済み（認定済み）であるとの認識。
ただし、27円以下でも、ため池の水上設置については、ヒヤリング8社のうち2社が継続して開発計
画を持っている。（地権者は、一定の借地料が入るため、ため池の管理に必要な経費が浮いてく
るので、開発者と地権者双方に利益があるとしている。）
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再生可能エネルギー導入による地域経済等への効果（太陽光発電）

再生可能エネルギーの普及による地域の活性化に以下のように、一定の貢献を
していると考えられ、一層の普及を図る必要がある。
ⅰ 経営利益
地元資金による経営主体の売電による利益が、40円の売電価格の場合、ＩＲＲ
10％とすると、
150ＭＷ×1/2（地元率）×3億円/ＭＷ×0.1＝22.5億円

ⅱ 固定資産税（1.4％）収入・・
150ＭＷとすると、
150ＭＷ×3億円×0.014＝6.3億円/年の収入
（3カ年優遇措置があるなど単純計算では、正確な数値はでない。）

ⅲ 法人事業税収入
ⅳ 借地収入

土地売却収入、借地収入がある。１ＭＷの購入経費は2～8千万円。
借地料も１ＭＷで200万円～500万円

ⅴ 建設工事に係る事業収入
建設工事は、地元業者に発注されているケースが多く、フェンス等は、地元
調達となっている。

ⅵ 草刈り等の維持管理収入
ⅶ 雇用者増

地元企業でそれぞれ2名新規雇用し、その他の企業でも電気主任技術者の
雇用などを行っている。

ⅷ 見学者の入り込み
地元貢献として、見学設備室を設置している事業者があるなど、小学生等へ
の環境教育に貢献するなど、来島者が増加する。
沼島プロジェクトでも年間500名程度の視察者の来訪があったとされている。

ⅸ デベロッパーの提案
デベロッパーなどが開発した発電所を購入し、新電力会社として経営し、地
域住民に安い電気を供給する。あるいは、市民ファンドとして、出資した市民
に利益を還元する手法などが考えられると提案している開発者が存在。

見学ルーム

小学生向け配布グッズ

小学生向け認証票
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補助事業の名称 淡路島に点在する蓄エネ設備を活用した地域エネルギーの地産地消を目指したｴﾈﾙｷﾞｰﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄに関する調査

調査対象地域 兵庫県 淡路島

ﾋｰﾄﾎﾟﾝﾌﾟ給湯器

水電解
FCV

電力
情報

再生可能ｴﾈﾙｷﾞｰ

電力系統 PV

EV、PHV

XEMSアグリゲーター
インターネット

電気事業者

水素ﾀﾝｸ

【HOME】

【コミュニティ】

FC、水素CGS

水素ｽﾃｰｼｮﾝ

ﾋｰﾄﾎﾟﾝﾌﾟ
ｱｸﾞﾘｹﾞｰﾄｼｽﾃﾑ

EV・PHV
ｱｸﾞﾘｹﾞｰﾄｼｽﾃﾑ

目的

再生可能エネル
ギーを面的に有効
活用するため、蓄
エネ設備（ヒート
ポンプ給湯器や
EV・PHV）を活用
し、アグリゲー
ターなどの事業者
が遠隔で監視・最
適制御することに
より、需要家の負
担をかけずに、安
価な時間帯の電力
の活用やネガワッ
ト取引活用による
デマンドレスポン
ス対応を行い、使
用電力のピーク
カットなどにより
需要家エネルギー
コストの低減を図
る。
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ご静聴ありがとうございました


